
女性が輝く先進企業表彰実施要綱 

 

平成 26年９月２日 

内閣総理大臣決定 

 

 

１ 目的 

  この表彰は、女性が活躍できる職場環境の整備を推進するため、役員・管理職への

女性の登用に関する方針、取組及び実績並びにそれらの情報開示において顕著な功績

があった企業を表彰し、もって、「女性が輝く社会」の実現に資することを目的とす

る。 

 

２ 表彰の対象 

役員・管理職への女性の登用に関する方針、取組及び実績並びにそれらの情報開示

において極めて顕著なまたは特に顕著な功績があった企業 

 

３ 表彰者 

（１）極めて顕著な功績があったと認められる企業 内閣総理大臣 

（２）特に顕著な功績があったと認められる企業 内閣府特命担当大臣（男女共同参

画） 

 

４ 表彰の方法 

  表彰状及び副賞（表彰状の様式は別紙のとおり） 

   

５ 表彰の時期 

  表彰は、年一回行う。 

 

６ 被表彰者の決定 

  内閣総理大臣及び内閣府特命担当大臣（男女共同参画）は、関係府省、都道府県、

指定都市等から推薦された者のうちから、選考委員会の意見を聴いて、被表彰者を決

定する。 

 

７ 表彰の事務 

表彰に関する事務は、内閣府男女共同参画局において行う。 

 

８ その他  

（１）この要綱に定めるもののほか、表彰の実施に関し必要な事項は、内閣府男女共

同参画局長が定める。 

（２）この表彰は、平成 26年度から７年間に限り実施することとする。 



（別紙） 

 

要綱第２項 極めて顕著な功績があったと認められる者 

 

要綱第２項 特に顕著な功績があったと認められる者 
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女性が輝く先進企業表彰実施要領 

 

平成 26 年 9 月 12 日 

男女共同参画局長決定 

一部改正  平成 26 年 9 月 29 日 

一部改正  平成 27 年 7 月 27 日 

一部改正  平成 28 年 8 月 14 日 

一部改正  平成 30 年 7 月 26 日 

一部改正  令和元年 8 月  2 日  

一部改正  令和２年７月 30 日 

 

 

女性が輝く先進企業表彰実施要綱（平成26年９月２日内閣総理大臣決定。以下「要

綱」という。）第８項第１号に基づき、女性が輝く先進企業表彰の実施に関し必要な

事項を下記のとおり定める。 

記 

 

 

１ 推薦の手続 

⑴  関係府省、各都道府県・政令指定都市、日本経済団体連合会、経済同友会及び

日本商工会議所等は、内閣府男女共同参画局長からの推薦依頼に基づき、候補企

業（企業単体に限る。）の推薦を行うものとする。 

⑵  推薦に際しては、別添の推薦調書により、被推薦企業の概要、表彰の理由とな

る功績等を具体的に明記するとともに、各被推薦企業の一般事業主行動計画書を

添付する。 

⑶  被推薦企業は、別紙「女性が輝く先進企業表彰選考基準」の必須項目を満たす

ことを要件とする。なお、関係府省、各都道府県・政令指定都市が実施している

関連表彰制度の受賞企業であることが望ましい。 

 

２ 女性が輝く先進企業表彰選考委員会 

内閣府男女共同参画局長は、女性が輝く先進企業表彰選考委員会（以下「選考委

員会」という。）を開催する。 

⑴  選考委員会の任務 

選考委員会は、関係府省、各都道府県、政令指定都市、日本経済団体連合会、

経済同友会及び日本商工会議所等から推薦された候補者の中から、提出された資料

等に基づき、別紙の選考基準等を踏まえ、被表彰企業の案を作成する。 

⑵  選考委員の構成 

選考委員会の委員長及び委員は、内閣府男女共同参画局長が依頼する。 

http://kotobank.jp/word/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E7%B5%8C%E6%B8%88%E5%9B%A3%E4%BD%93%E9%80%A3%E5%90%88%E4%BC%9A
http://kotobank.jp/word/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%95%86%E5%B7%A5%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E6%89%80
http://kotobank.jp/word/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%95%86%E5%B7%A5%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E6%89%80


⑶  選考委員会の庶務 

選考委員会の庶務は、内閣府男女共同参画局総務課において処理する。 

 

３ 表彰の種類及び対象 

⑴  内閣総理大臣表彰 

極めて顕著な功績があったと認められる企業 

⑵  内閣府特命担当大臣（男女共同参画）表彰 

特に顕著な功績があったと認められる企業 

 

４ 表彰数 

内閣総理大臣による表彰は２件程度、内閣府特命担当大臣（男女共同参画）による 

 表彰は５件程度とする。 

 

５ その他 

  表彰の実施に関し、その他必要な事項は、内閣府男女共同参画局総務課長が定め

る。 

 

 



 

 

 

 

女性が輝く先進企業表彰選考基準について 

項 目 概 要 

選考 
基準① 
必須 
項目 

ア 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定している。 

イ 厚生労働省ホームページ「女性の活躍推進企業データベース」において以下

の項目全ての情報を開示するとともに、１から 13までの項目について一年に一

回以上の頻度で開示している。常時雇用する労働者の数が 300 人以下の企業に

ついては、３、５、６、９、11、14、15、16 の項目に関しての開示を要件とす

る。ただし、情報開示できないことについての合理的理由が説明されている場合

には、この限りではない。 

１ 採用した労働者に占める女性労働者の割合 

２ 採用における男女別の競争倍率 

  又は 

採用における競争倍率の男女比（男性の倍率を１としたときの女性の倍率） 

３ 労働者に占める女性労働者の割合 

４ 係長級にある者に占める女性労働者の割合 

５ 管理職に占める女性労働者の割合 

６ 役員に占める女性の割合 

７ 男女別の職種又は雇用形態の転換実績 

８ 男女別の再雇用又は中途採用の実績 

９ 男女の平均継続勤務年数の差異 

  又は 

男女別の採用 10年前後の継続雇用割合 

10 男女別の育児休業取得率 

11 一月当たりの労働者の平均残業時間 

12 雇用管理区分ごとの一月当たりの労働者の平均残業時間 

13 年次有給休暇取得率 

14 データの対象 

15 データ更新時点 

16 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画 

ウ 役員に女性を一人以上登用している。（※１） 

 

 

別 紙 



 

選考 
基準② 
情報 
開示 

 

エ 女性の登用に関する方針を具体的に開示している。 

（例） 

・ 経営計画・経営戦略への位置付け、人事方針の策定 

・ 役員・管理職等への登用に関する数値目標の設定 ほか 

オ 女性の登用に関する取組内容を具体的に開示している。 

（例） 

・ 計画的な採用 

・ 計画的な育成（研修、配置、処遇、メンター制度等）         

・ 多様で柔軟な働き方の推進（テレワーク・在宅勤務、短時間勤務等） 

・ 両立支援（育休後復帰支援、ベビーシッター利用補助等） 

・ 意識改革 

・ その他特徴のある取組（※２） 

カ 女性の登用に関する情報の開示方法を工夫している。 

（例） 

・ コーポレート・ガバナンス報告書、ＣＳＲ報告書等の活用 

・ 経年比較が可能なように過去の情報を併せて開示 

・ ホームページ等で積極的に開示 ほか 

選考 
基準③ 
女性の 
登用 

キ 女性の登用の実績（過去５年分） 

  （例） 

・ 女性の管理職の比率が業界平均値よりも高い 

・ 女性の管理職の上昇率が大きい 

ク 女性が働きやすい環境整備の実績 

（例） 

・ 新入社員定着状況が男女で同程度 

・ 平均勤続年数の女性／男性比が７割以上 

・ 月平均残業時間が 45時間未満 

・ 男性の育休取得者数が１人以上 

・ その他地域、業界、サプライチェーン全体に波及する取組 

 
※１ 代表取締役、取締役、社外取締役、代表執行役、執行役、監査役、社外監査役、会計参与、執行役員等。 
    
※２ 例：キャリア形成支援や円滑な育児休業取得に向けた平素からの業務平準化や業務をカバーする社員の処遇

向上等 
 
※３ 関連の表彰歴は参考とし、評価はしない。 
 
※４ 審査に当たっては、厚生労働省の女性の活躍推進企業データベースの情報を参照するとともに、必要な確認

を行う。 
 

 

 


